
６．１ はじめに
レーザー核融合ロケットの実機運用においては，数メガ

ジュールの大型レーザーを用いて核融合プラズマを生成す

ることが想定されている［１］．この核融合プラズマによっ

て加熱・プラズマ化された推進剤が磁気スラストチャン

バーと呼ばれる磁気ノズルシステムで制御され，所定の方

向への推力を生成する［２］．一方で，現在の技術水準にお

いては，エネルギー源としての核融合プラズマは実現して

おらず，核融合プラズマによる実証実験を行うことは不可

能である．

そこで，レーザー核融合ロケットの推進原理実証を目的

として，レーザーアブレーションプラズマと永久磁石，も

しくは常伝導電磁石を用いた模擬実験が行われた．模擬実

験では，広島大学レーザー実験装置を用いた 1 J 程度の実

験，大阪大学EUVデータベースレーザー装置を用いた数

ジュール級の実験，大阪大学激光XII 号レーザーを用いた

キロジュール級の実験と，幅広いエネルギースケールでの

実証および推進性能評価が試みられた．

この章では，レーザーアブレーションプラズマを用いた

実験を通して得られた，磁気スラストチャンバーの実証お

よび推進性能評価に関する知見を紹介する．

６．２ 磁場によるプラズマ制御実証のためのイオ
ン計測

レーザーアブレーションにより生成されたプラズマが磁

場によって制御され方向を変えることを実証するために，

斎藤他（２０１８）によってチャージコレクタによるイオン電

流計測が行われた［３］．

図１に計測が行われた実験体系を示す．この実験は大阪

大学EUVデータベースレーザー装置を用いて行われた．

真空チャンバ中心に設置された直径 0.5 mmのポリスチレ

ン球ターゲットに対して，波長 1064 nm，エネルギー

7.5±0.2 J，パルス幅9.4±0.1 nsのNd:YAGレーザーが照射

され，アブレーションプラズマが生成された．ターゲット

から見てレーザー上流方向 13 mmの位置にソレノイドコ

イルが設置され，レーザー照射タイミングに合わせたミリ

秒スケールのパルス磁場が生成された．これは数マイクロ

秒程度であるアブレーションプラズマの時間スケールに比

べ十分に長く，準定常磁場とみなせるものである．ソレノ

イドコイルの軸を基準とした複数の角度にチャージコレク

タが設置され，イオン電流の角度分布が計測された．

この実験体系において，アブレーションプラズマの初期

速度はレーザー上流方向に向くため，磁場と相互作用しな

い場合にはプラズマはコイルに向かう方向の速度を持つ．

一方，磁場とプラズマが相互作用した場合には，プラズマ
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図１ イオン電流計測実験における実験体系［３］．
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表面に生成される反磁性電流と磁場によるローレンツ力が

働き，プラズマは下流方向に加速される．

図２は，コイル軸に近い低角度域である５°地点におけ

るイオン電流について，ターゲット中心位置での磁場強度

が0 Tの場合と1.1 Tの場合を比較した図である．0 Tの場

合に比べ，1.1 T の場合では大きなイオン電流が計測され

た．これはアブレーションプラズマが磁場によって方向を

変え，また，磁気ノズル効果により低角度域に収束したも

のと考えられる．この実験により，磁場によるアブレー

ションプラズマの制御が可能であると証明され，磁場強度

と下流域でのプラズマ流角度分布の関係が示された．

６．３ 推力計測
レーザー核融合ロケットの推進原理である磁気スラスト

チャンバーによって推力が得られることを実証するため，

また，投入エネルギーと推力の関係を明らかにするため

に，複数のエネルギースケールで推力計測実験が行われ

た．磁場発生源として永久磁石を用いる場合は，磁石に働

く推力の直接計測が可能であったが，電磁石を用いる場合

はコイル自体の振動が大きく，推力の直接計測は困難で

あった．永久磁石を用いた実験と，電磁石を用いた実験に

ついて，それぞれ紹介する．

６．３．１ 磁気ノズル生成に永久磁石を用いた場合の推力計測

永久磁石による磁場と，レーザーアブレーションプラズ

マの相互作用によって発生する推力を計測するため，大阪

大学EUVデータベースレーザー装置において，前野他

（２０１１）によって推力計測実験が行われた［４］．マイクロ

ニュートン級の力積を計測するために，図３左に示す逆振

り子型の推力計測装置が開発された．ナイフエッジで支持

された振り子の最上部に永久磁石が設置され，重心調整の

ためのカウンターウェイトおよびオイルダンパーが下部に

設置される構造である．磁石にプラズマやデブリが直接衝

突することによる力積の発生を防ぐため，コイル前方には

シールドが設置された．振り子の揺れはLED変位計で計測

され，図３右に示す感度特性を示した．

磁場生成に棒磁石を用いたため，ソレノイドコイルのよ

うに磁石の軸上をレーザーが通過することはできず，棒磁

石の中心軸に対して斜め４５°からレーザーが照射された．

計測が行われた実験体系を図４に示す．波長 1064 nm，エ

ネルギー0.5－1.5 J，パルス幅3.9 nsのNd:YAGレーザーを

真空チャンバ内に導入し，直径 0.5 mmのポリスチレン球

に照射することでプラズマが生成された．

実験により計測された推力特性を図５に示す．エラー

バー付きの点で示されたデータはレーザーのパルス幅が

3 ns の場合に 0.5－0.8 J，9 ns の場合に 0.7－1.5 J のエネル

ギーを照射した際の力積を示す．線で示されたデータは，

力積がプラズマ質量とイオン音速の積で決定され，全ての

プラズマが磁場により方向を変え，推力を生成したと仮定

した場合の理論値である．レーザーのパルス幅が長い場合

に力積が大きくなっており，理論値と一致する傾向を示し

ている．この結果より，磁気スラストチャンバーによる推

力生成が実証された．

図３ 逆振り子式推力計測装置およびその較正値［４］．

図４ 磁場生成に永久磁石を用いた推力計測実験における実験体
系［４］．

図５ 磁場生成に永久磁石を用いた推力計測実験におけるレー
ザーパラメータと力積の関係［４］．

図２ ソレノイドコイル軸から５°の地点におけるイオン電流の
時間変化［３］．
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さらに，大阪大学激光XII 号を用いた数十ジュールから

数百ジュールのエネルギー域での推力計測も行われた

［５］．ここでは，力積のレーザー波長依存性についても調

査された．激光XII 号の基本波である 1053 nmに対し，基

本波，二倍高調波，三倍高調波の波長で実験が行われた．

図６の直線は力積の理論値を示し，マーカーは計測値を示

す．理論値は，アブレーションにより生成されたプラズマ

が全て磁場により方向を変え，推力を生成したものとして

計算された．また，力積はプラズマ量とイオン音速の積と

して計算された．絶対値としては，理論値と計測値の間に

数倍程度の差があるが，双方において，照射するレーザー

の波長が短く，かつエネルギーが大きいほど，力積が増加

する傾向を示した．

これらの結果より，大きな力積を得るためには，短い波

長の高エネルギーレーザーを，長いパルス幅で照射するこ

とが望ましいと示された．

６．３．２ 磁気ノズル生成に電磁石を用いた場合の推力計測

磁場生成に永久磁石を用いた場合，定常磁場の生成が可

能であり，磁石自体が振動しないという利点がある．一方

で，プラズマのエネルギーを大きくした際には，磁場エネ

ルギーが相対的に小さくなり，十分にプラズマを制御する

ことができない．そのため，模擬実験においても数 J以上

のレーザー照射でプラズマを生成する際には，電磁石を用

いた高エネルギー磁場の生成が求められる．また，電磁石

の場合には駆動電流によって磁場強度を制御可能であるた

め，複数の磁場パラメータで実験を行うことが可能とな

る．実機においては超伝導磁石を用いた磁場生成が想定さ

れているため，実機の運用条件により近い条件であるとみ

ることもできる．

磁場生成に電磁石を用いた推力計測実験が蔵本他

（２０２１）によって行われた［６］．実験は広島大学レーザー実

験装置のNd:YAGレーザーを用いて行われた．磁場生成に

伴う電磁石自体の振動と，推力による振動を分離するた

め，スラストターゲットを用いて間接的に推力が計測され

た．

実験体系を図７に示す．ターゲットとなる直径 0.5 mm

のカーボンロッドを中心として，レーザー上流側 10 mm

（コイルのターゲット側端面）にソレノイドコイル，下流側

10 mmにスラストターゲットが設置された．波長

1064 nm，エネルギー 2.3 J，パルス幅 3 ns の Nd:YAGレー

ザーをカーボンロッド先端に照射することでアブレーショ

ンプラズマが生成され，同時にキャパシタバンク［７］に

よって駆動されるソレノイドコイルを用いてサブミリ秒程

度の準定常磁場が生成された．磁場によって方向を変えた

プラズマが推力に寄与するため，下流方向に到来したプラ

ズマがアクリル製スラストターゲットに衝突した際の力積

を計測した．レーザー変位計によってスラストターゲット

の変位量が計測され，既知の力積による校正曲線との比較

によって計測値が算出される．

プラズマエネルギー��に対する磁場エネルギー��の比

と，スラストターゲットにより計測された力積の関係を

図８に示す．永久磁石を用いたEUVデータベースレー

ザー装置での実験に比べ，レーザーエネルギーは数倍程度

であったが，計測された力積は数十倍の値を示している．

プラズマエネルギーに対する磁場エネルギーの増加にした

がって，計測された力積の値も増加しており，プラズマと

磁場の相互作用によって推力が生成されたものと考えられ

る．アブレーションプラズマの質量や速度がレーザーおよ

びターゲットのみで決定されると考えた場合，磁場エネル

ギーの増加に伴う推力の増大は一定程度で飽和すると考え

られるが，この実験においては線形に近い関係を示した．

磁場エネルギーをさらに増加させることによって，力積の

増大が可能であると考えられる．

図７ 磁場生成に電磁石を用いた推力計測実験における実験体系
［６］．

図６ 磁場生成に永久磁石を用いた推力計測実験における力積の
波長およびエネルギー依存性［５］．

図８ 磁場生成に電磁石を用いた推力計測実験における磁場エネ
ルギー／プラズマエネルギーと力積の関係［６］．
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６．４ プラズマパラメータの非接触計測
磁気スラストチャンバー内でのプラズマ構造を計測する

ために，川島他（２０１６）による自発光計測［８］や，森田他

（２０１６）による干渉計測［９］が行われた．また，プラズマ温

度および密度を計測するために，板谷他（２０１８）によって

プラズマのトムソン散乱計測が行われた［１０］．ここでは，

干渉計測によって計測された磁気スラストチャンバー内で

のプラズマ構造について述べる．

図９に実験体系を示す．これまでに紹介した電磁石を用

いた実験と同様に，ソレノイドコイルの中をレーザーが通

過し，直径 0.5 mmのポリスチレンターゲットに照射され

る．ターゲットからレーザー上流方向に 18 mm（コイル軸

方向の中心）の位置にソレノイドコイルが設置された．

EUVデータベースレーザー装置と激光XII号の双方で実験

が行われた．EUVデータベースレーザー装置での実験にお

いては，レーザーエネルギー約 6 J，パルス幅約 9 ns，ター

ゲット位置での磁場強度0.2 T，磁場エネルギー8.2 Jであっ

た．激光XII 号での実験においては，レーザーエネルギー

約 600 J，パルス幅約 1.3 ns，ターゲット位置での磁場強度

1.1 T，磁場エネルギー 190 J であった．

図１０に，干渉計測結果から得られた密度構造を示す．

レーザー照射タイミングから 200 ns 後の構造であり，初期

のターゲット中心位置を�����������と定義する．レー

ザー上流方向が z軸マイナス，下流方向が z軸プラスであ

る．z軸に対称な構造であると仮定した逆アーベル変換に

よって，干渉計測の位相変化から密度が算出された．図１０

（a）は EUV実験の結果を示し，カラーバーの単位は相対値

である．図１０（b）は激光XII 号実験の結果を示し，カラー

バーの単位はcm－3である．どちらの実験においても，プラ

ズマがシェル状の構造を形成した．これは外部磁場を圧縮

する方向にプラズマが膨張し，プラズマの圧力と，圧縮さ

れた磁場圧が均衡する領域においてプラズマがせき止めら

れたことで，高密度な領域が形成されたものと考えられ

る．

入射レーザーエネルギーが１００倍増加した場合において

も，磁場エネルギーを２３倍程度増加させることによって，

類似したプラズマ構造が形成されることが明らかとなっ

た．これはプラズマ構造がレーザーエネルギー（プラズマ

エネルギー）と磁場エネルギーの比によって決定されるこ

とを示唆する．すなわち，核融合反応をエネルギー源とし

て生成される高エネルギープラズマの挙動を予測するにあ

たり，レーザーアブレーションプラズマを用いた比較的低

エネルギーでの実験が有用であると示された．

ただし，実験において類似した構造が見られた場合の入

射レーザーエネルギーと磁場エネルギーの変化率は１：１

ではなかった．線形な関係ではないと考えられ，レーザー

エネルギーの吸収率も含めた，より詳細な検証が必要であ

る．

６．５ シミュレーションと実験の比較検証
第５章で述べられたシミュレーション手法の妥当性につ

いて検証するために，町田他（２０２０）によって，実験結果

との比較が行われた［１１］．実験データには６．３．２で述べた，

広島大学レーザー実験装置において行われた推力計測実験

の結果を用いた．シミュレーションでは実験と同等の初期

パラメータで計算が行われた．

図１１に，力積についての実験とシミュレーションの比較

を示す．����は，輻射流体コードからハイブリッドコード

へデータを受け渡す際に行われる低速領域除去の基準値で

ある．����：5 km/s の場合，5 km/s 以下の領域が除去され

たことを示す．横軸��は磁場エネルギーをプラズマエネル

ギーで割った値であり，０は磁場を印加していないことを

示す．比較結果としては，全ての��値において実験がシ

図９ 干渉計測を用いたプラズマ密度構造計測における実験体系
［９］．

図１０ 干渉計測を用いたプラズマ密度構造計測結果：（a）レー
ザーエネルギー約 6 J，磁場エネルギー 8.2 J（b）：レー
ザーエネルギー約 600 J，磁場エネルギー 190 J［９］．

図１１ 同一条件でのシミュレーションと実験における力積の比較
［６］．
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ミュレーションを大きく上回った．この差の要因として

は，シミュレーション側の原因と実験側の原因の両面から

複数の可能性が指摘された．

シミュレーション側の原因としては，輻射流体コードか

らハイブリッドコードへ受け渡す際に，低速領域のプラズ

マおよび全ての熱エネルギーが失われている点が考えられ

る．低速領域のプラズマについては，ハイブリッドコード

での計算コストの制約上，扱える超粒子が１０７個程度と

なっていることに由来する．中実球や中実ロッドのター

ゲットを用いた場合，ターゲット中心部の高密度・低速領

域と，アブレーションプラズマの低密度・高速領域が同時

に存在する．そのため，均等に超粒子を割り振った場合に

中心部にのみ超粒子が配置され，周辺のアブレーションプ

ラズマが無視される．これを回避するために低速領域を無

視し，高速領域のみに焦点を当てたが，����の値を小さく

すると計算される力積の値が増加することが示された．熱

エネルギーについては，ハイブリッドコードにおいて温度

を無視した計算となっていることによるものである．輻射

流体コードからハイブリッドコードへの受け渡し時におい

て，プラズマの全エネルギーのうち約４割を熱エネルギー

が占めており，このエネルギーロスによって最終的な力積

が過小評価されている可能性がある．

これらの問題を解決するために，重みの異なる複数種の

超粒子を用いることが提案された．プラズマは膨張に伴い

密度が低下すると考えられるため，計算途中での超粒子の

分裂を含めた柔軟な超粒子配置が実現すれば，より忠実に

プラズマを再現できる可能性がある．また，熱エネルギー

の問題については，プラズマが十分に冷えるまで輻射流体

コードで計算する方法と，ハイブリッドコードに温度を導

入する方法が考えられる．現状の計算コストから考える

と，輻射流体コードでマイクロ秒の計算を行うことは現実

的でなく，ハイブリッドコードに温度を導入することが望

ましいと考えられる．

また，輻射流体コードがオイラーコードであることに由

来する問題として，背景ガスによるプラズマの減速があげ

られる．実験では周囲圧力は十分に低いが，輻射流体コー

ドではターゲット初期密度に比べ 1.2×10－6 の質量密度を

持つ背景ガスが配置された．また，計算過程においてこの

ガス中を衝撃波が通過することで，さらに密度が増加す

る．実験に比べて高密度な背景ガスが存在することにより

プラズマの膨張が減速され，力積の減少につながっている

可能性がある．この問題を解決するためには，輻射流体

コードをラグランジュコードに改良する必要があるが，こ

の改良にはある程度の時間が必要であると考えられる．

実験側の原因としては，ターゲット由来のプラズマから

の輻射によりスラストターゲット表面がプラズマ化するこ

とで，力積が過大評価された可能性が指摘された．また，

荷電粒子がスラストターゲット表面で弾性反射することに

より，スラストターゲットに与えられる運動量が過大評価

された可能性についても指摘された．

スラストターゲットのプラズマ化については，高エネル

ギープラズマを用いた場合には不可避であり，プラズマ化

されづらい材料を用いる対処しか存在しない．本質的な解

決を試みる場合には，ターゲットによる間接計測ではな

く，コイルに働く推力を直接計測する手法の開発が望まし

いと考えられる．スラストターゲット上での荷電粒子の反

射については，スラストターゲットの形を工夫し，内部で

複数回反射させ運動量を失わせる対策が考えられる．

実験とシミュレーションの両面から改良を行うことによ

り，実際の推力を正確に見積もることが可能になると考え

られる．

６．６ まとめ
磁気スラストチャンバーによる推力発生については，永

久磁石を用いた実験によって実証に成功した．一方で，電

磁石を用いた場合の推力計測については実験とシミュレー

ションの両方に課題があり，正確な値を求めることはでき

ていない．

今後，実験の改良とシミュレーションの改良の双方が求

められる．その過程で，干渉計測やトムソン散乱，チャー

ジコレクタを用いた，プラズマの温度や密度等の詳細な計

測も重要になると考えられる．
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